
1990 年代初頭のバブル崩壊以降、

日本経済は低成長を続けており、いま

だに回復の兆しはみられない。この期

間の低成長の要因を、資本、労働の投

入量の変化と全要素生産性の変化と

に着目して分析してみる。さらに、

成長に関する産業別の差異について

も考察する。

成長は要素投入型

90 年代の日本経済の実質GDP の平

均成長率は 1.5 ％であった。この間、

93 年、98 年を谷として経済は回復の

兆しをみせたが、回復基調は持続しな

かった。産業別にみると、非製造業

では全産業の平均よりも成長率は高

かった。

経済成長の尺度となる付加価値は資

本、労働そしてそれらを組み合わせる

技術とから生み出されると仮定でき

る。そこで最初に、90 年代の資本と

労働の投入の動向について概観する

（表 1）。

特徴としては、①企業の資本ストッ

クは全産業において増加している。中

でも資本ストックの増加が大きいのは

金融・保険業、サービス業である（注

1）。② 90 年代を通じて雇用者数は増

加し、労働時間は減少している。この

特徴が顕著に表れているのがサービス

業で、最大の雇用吸収部門となってい

る。一方で、製造業、金融・保険業は

雇用者数、労働時間数ともに減少して

おり、労働投入量を減少させている業

種もある。

それでは、生産要素と技術が付加価

値の産出にどのように寄与したか、と

いう点を以下でみていく。成長要因の

分解に当たって、本稿では成長会計式
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に基づき、成長率を資本、労働、全

要素生産性（技術）に分解した。全

要素生産性とは資本および労働の投

入による成長への寄与以外のもの、

すなわち、技術進歩や効率性の上昇

などを含んだものである。全要素生

産性の寄与度については直接観測で

きないため、実際の成長率から資本

と労働の寄与度を差し引いた残差と

して求めた。推計に当たっては、コ
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表 1 生産面からみた要素投入の変化
（単位：％）

（注）全産業の内訳として、表に掲載した産業以外に農林水産業、鉱業、電気･ガス･水道業、不動産業がある。
（資料）内閣府経済社会総合研究所「平成 14 年版国民経済計算年報」「民間企業資本ストック」



ブ・ダグラス型生産関数を想定し、

“資本分配率＋労働分配率＝ 1”とし

た。労働分配率は雇用者報酬を国内要

素所得で除したものを用いた（注 2）。

労働投入量は上でみたように、雇用

者数と雇用者１人当たりの年間労働

時間数では動きが異なるため、両者

を乗じて総投入労働時間を求め、そ

れを利用した。計測期間は 90 ～ 2000

年、景気循環の変節点（谷）を基点と

する、90 ～ 93 年、93 ～ 98 年、98 ～

2000 年である。推計に用いた計算式

は次のとおり。

全要素生産性伸び率＝実質GDP成長率－

(資本分配率×資本ストック変化率)－

(労働分配率×総投入労働時間変化率)

つまり、

実質GDP成長率＝資本寄与度の伸び率＋

労働寄与度の伸び率＋全要素生産性の伸

び率

と置き換えられる。

推計の結果は図 1に、その詳細につ

いては表 2 に示してある。90 年代を

通じて日本経済の成長に寄与していた

のは、資本であった。労働は労働時間

数の減少を反映し、経済成長にはマイ

ナスに寄与している。また、全要素生

産性の伸びもマイナスに寄与してい

る。しかし、90 年代を期間別に推計

すると、全要素生産性の成長への寄与

度は次第に大きくなり、90 年代末に

は成長の 3分の 1を占めるに至ってい

る。これは景気低迷が長期化し、回復

の見通しもなかなか立たないことを背

景に、各企業が利潤追求のために効率

を上げる努力を行ったり、不採算部門

の統廃合を行ったり、企業の淘汰が進

んだことなどを反映して、全要素生産

性が向上してきたのではないかと推測

される。

産業別にみると、製造業では 90 年

代初めには全要素生産性の伸び率はマ

イナスであったが、その後は上昇傾向

にあり、90 年代末には経済成長に大

きく寄与するようになっている。これ

は激しい国際競争にさらされ、各社が

競争力を維持し、高めていこうとして

いる姿の表れであろう。金融・保険業

は産業中で最も高い成長を示している

が、その要因のほとんどが資本の寄与

である（注 3）。同産業の全要素生産性

の寄与は 90 年代を通じてマイナスで

あったが、徐々に改善の方向に向かい、

90 年代末にはプラスに転じている。
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これは金融機関の破綻や金融再編によ

って競争力の低い部門が淘汰されてき

たことを反映しているのではないだろ

うか。運輸・通信業は資本、労働の寄

与はそれほど大きくなく、成長の多く

を全要素生産性の増加によっている。

これには、通信業を中心として規制緩

和が進み、競争圧力が高まったことが

背後にあるのであろう。最後に、サー

ビス業をみると、成長のすべてが資本

と労働の投入によるものであり、全要

素生産性の低下をも埋め合わせてい

る。典型的な要素投入型の成長パター

ンである。

全体的な特徴として、各企業が雇用

調整を進めたことを背景に、サービス

産業を除いて労働の経済成長に対す

る寄与は大きくなく、資本ストック

を増加させ資本装備率を高めていっ

たと解釈できる。そして、多くの産

業で全要素生産性は改善の方向に向

かっている。
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（注）各産業とも上から順に、90～ 2000年、90～ 93年、93～ 98年、98～ 2000年。
（資料）表 1に同じ。

図 1 産業別寄与度
（単位：％）



全要素生産性の維持・向上を

経済成長理論が教えるとおり、経済

成長を規定するその源泉は資本、労働

といった生産要素の投入と生産性の向

上である。一般的に生産要素は、投入

量の増大に伴って収穫逓減の法則が働

き、次第に経済成長への寄与が小さく

なってくる。

発展段階が低いとき、すなわち資本

蓄積が十分進んでおらず、労働力も豊
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富にあるような状況ならば、要素投入

に依存した成長は可能である。ただし、

これも長期間にわたって持続するもの

ではない。

そのため、日本のように経済の発展

段階が進んだ国では要素投入による成

長に多くを望むことはできず、全要素

生産性を高めていくことが重要な課題

である。さらに、これから日本は少子

高齢化の時代を迎え、労働人口の減少、

貯蓄の減少も想定されている。これは

要素投入量が減少していくことを意味

し、技術水準が一定であれば、経済成

長率が低下することを意味する。

90 年代、日本は低成長を続けてき

た。そして、全要素生産性は成長に寄

与しなかった。しかし、産業別にみる

と製造業、運輸・通信業のように 90

年代を通じて全要素生産性の上昇が付

加価値の産出に大きく寄与している部

門もある。一方で、サービス業、建設

業のように全要素生産性上昇率がマイ

ナスの分野もある。確かにサービス業

の中には、生産性概念でとらえ難い部

分もある。しかし、このような生産性

の低い部門が GDP の約 2 割、雇用者

数で全体の約 3割を占める最大の雇用

吸収先であり、そのシェアは拡大基調

にある。本来ならば生産性の高い部門

へと人材が動かなければいけないのだ

が、日本の場合、生産性の低い部門へ

と雇用が移っているのである。さらに、

同産業の生産性が低いことは、それを

中間投入として用いる他産業にも悪影

響を及ぼすことになる。高生産性部門

への生産要素の移転を唱えると同時

に、サービス産業の効率を上げていく

ということも課題の一つである。

（注 1）ここで対象とするサービス業とは、
主にソフトウエア産業、医療、教育
などを指す。

（注 2）生産による付加価値は、そのすべて
が生産要素への対価として分配され
る。労働分配率とは労働サービスへ
の対価の比率のことである。

（注 3）資本投入量の拡大が大きいという理
由以外に、資本分配率が他産業より
も高いことが指摘できる。
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